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介護給付費算定に係る届出書(別紙２)
※事業所番号ごとに作成してください。

○ ○ ○

介護給付費算定に係る一覧表(別紙１、別紙１－２)
※事業所番号ごとに作成してください。

○ ○ ○

別紙様式２　介護職員処遇改善計画書(平成○○年度届出用) ○ ○ ○ ○ ○

別紙様式２(添付書類１)介護職員処遇改善計画書(指定権者内事業所一覧表)
※１事業所のみで計画書を作成する場合は、提出不要
(介護予防サービス等も１事業所としてカウント)

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

別紙様式２(添付書類２)介護職員処遇改善計画書(届出対象都道府県内一覧表)
※県所管の事業所のみで計画書を作成する場合は、提出不要

○ ○ ○ ○

別紙様式２(添付書類３)介護職員処遇改善計画書(都道府県状況一覧表)
※県内の事業所のみで計画書を作成する場合は、提出不要

○ ○ ○ ○

別紙様式５(平成○○年度介護職員処遇改善加算変更届出書)　 ○ ○ ○ ○ ○

就業規則及び給与規程の写し
注）処遇改善加算Ⅰ・Ⅱ以外をとる場合は変更がなければ不要

○
○
注

○ △
○
注

○ ○

キャリアパス要件Ⅰ又はⅢの確認書類
※キャリアパス要件Ⅰ及びⅢの双方に非該当の事業所は不要
※就業規則及び給与規程で要件の適合が確認できる場合は不要

○ ○ △ △

キャリアパス要件Ⅱに係る計画書
※キャリアパス要件Ⅱに非該当の事業所は不要

○ ○ △ △

労働保険に加入していることが確認できる書類
※労働保険関係成立届、労働保険概算・確定保険料申告書等
※新規事業所の場合は、労働保険の手続き完了後速やかに提出してください

○ ○

就業規則等の新旧対照表 ○ ○

別紙様式４　特別事情届出書 ○

別紙様式３　介護職員処遇改善実績報告書(平成○○年度) ○ ○ ○

別紙様式３(添付書類１)
介護職員処遇改善実績報告書(指定権者内事業所一覧表)

○ ○ ○

別紙様式３(添付書類２)
介護職員処遇改善実績報告書（届出対象都道府県内一覧表）
※県所管の事業所のみで計画書を作成する場合は、提出不要

○ ○ ○

別紙様式３(添付書類３)介護職員処遇改善実績報告書(都道府県状況一覧表)
※県内の事業所のみで計画書を作成する場合は、提出不要

○ ○ ○

様式例１　賃金改善所要額 事業所別明細書(平成○○年度分)
※上記様式と内容が同じであれば、任意の書式でも可能

○ ○ ○

様式例２　介護職員処遇改善加算　支払実績明細書(平成○○年度分)
※提出は求めないが実地指導等で確認するため必ず作成すること

・ ・ ・

※１　既に届出済みの法人に一事業所を追加する場合の介護職員処遇改善計画書の作成方法は、①追加する一事業所のみの作成、
　　②追加事業所を含む法人全体の事業所分としての作成のどちらでも可能です。

介護職員処遇改善加算の申請に必要な添付書類一覧

※下記一覧はあくまで参考であり、条件によって追加の書類が必要となる場合があります。

△印は内容に変更がある場合等必要な場合に提出する書類、・印は提出は求めないが必ず作成する書類

※２　合併までの実績報告及び合併後の処遇改善計画書が必要。
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